
摘　要
　長崎県立大学シーボルト校における「自然地理学」の授業において、受講者に「持続
可能な開発」に関するアンケート調査を行った。その結果、大学生の「持続可能な開発」
に関するイメージの空間・集団スケールは個人と国家の2つが優先していた。学校で「総
合的な学習の時間」にESDを取り入れる場合には、児童・生徒に個人と国家以外の空間・
集団スケールを意識させることが重要である。
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1．はじめに
　「持続可能な開発のための教育」（Education 
for Sustainable Development、ESD）は、環境、
貧困、人権、平和、開発のように、現代社会
のグローバルな課題を自らの問題として捉
え、身近なところから取り組むこと（think 
globally、 act locally）により、それらの課題の
解決につながる新たな価値観や行動を生み出
すこと、それによって持続可能な社会を創造
していくことを目指す学習や活動である。
ESDは、持続可能な社会づくりの担い手を育
む教育であり、ESDの対象となるさまざまな

課題への取組をベースにしつつ、それらを「持
続可能な社会の構築」の観点からつなげ、学
際的かつ総合的に取り組むことが重要とされ
ている（文部科学省、http://www.mext.go.jp/
unesco/004/1339970.htm）。ESDの普及のため
には、学校教育では「総合的な学習の時間」
を利用することが推奨されている（藤岡、
2007；国立教育政策研究所、2010；日本ユネ
スコ国内委員会、2016、2018；手島、2017など）。
　筆者のうち植木は、長崎県立大学シーボル
ト校において、2012年度から2016年度まで「自
然地理学」の授業を担当した。授業の中で「持
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続可能な開発」を取り上げ、受講生に「持続
可能な開発」に関するアンケート調査を行っ
た。植木・関谷（2017）は、2014年度から
2016年度のアンケート調査の結果に基づい
て、大学生の「持続可能な開発」に関するイ
メージを明らかにした。それによると、持続
可能な社会にするために個人、大学、地域、
国家、世界でできることとして、受講者から
はさまざまな空間と集団のスケールで、多様
な内容や具体例が挙げられた。本報告では、
2012年度と2013年度に行ったアンケート調査
の結果に基づき、大学生の「持続可能な開発」
に関するイメージについて、優先的な空間・
集団スケールを明らかにする。そして、それ
が学校教育での「総合的な学習の時間」の指
導の指針となることを示す。

2．授業の内容と受講者
　長崎県立大学シーボルト校における「自然
地理学」は、2016年度まで開講された2単位
の全学教育科目である。自然地理学の授業で
は、一方向の講義だけでなく、作業・演習・
プレゼンテーション、野外観察実習（巡検）
など、さまざまな双方向のアクティブ・ラー
ニングを取り入れた。それらの概要は、植木
ほか（2016）に示されている。
　「社会のための地理学」（Geography for society）
というテーマで、持続可能（サステイナブル）
で安心・安全な社会を構築するための自然科
学の役割を、1コマ90分で講義した。その内
容は、植木・関谷（2017）に示されている。
講義の最後に、持続可能な社会に関して自分
の考えを問うアンケート調査を10～ 15分で
行った。
　2012年と2013年の受講生はそれぞれ51名と
123名であり、2年間の受講者の合計は174名
であった（表1）。受講者の学科は、看護学科
が72名で最も多く、情報メディア学科が56名、
国際交流学科が33名であり、栄養健康学科は
13名で少なかった。ただし、2016年度からの
学部・学科の改組により、現在は国際交流学
科と情報メディア学科という学科はなくなっ

ている。受講者の性別は、男子が33名、女子
が141名であり、男女比はほぼ1対4であった。
受講者の学年は、1年が113名で3分の2を占め
ており、2年が40名、3年が19名、4年が2名の
ように、学年が上がるにしたがって少なかっ
た。

3．アンケート調査の結果
　アンケート調査は、「持続可能な社会にす
るためには、どのようなことをしたらよいと
思いますか？考えつくものをなるべく多く、
できれば理由も書いて下さい。」という問い
に、自由に記述してもらうようにした。その
結果、作文のように書かれた文章（図1-1）、
箇条書きの文の組み合わせ（図1-2）、それら
に図が加わったもの（図1-3）など、さまざ
まな記入様式がみられた。
　各受講生の記述全体の中から、自分ででき
ること、大学でできること、地域でできるこ

表1　「自然地理学」の授業の受講者数
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と、国家でできること、世界でできることの
いずれかの項目に該当する記述を、項目の重
複を許して抽出した。これらの項目は、空間・
集団のスケールを小さいものから大きいもの
に分類したもの（植木・関谷、2017）と同じ
である。
　174名の受講者のアンケートから、上述の5
項目に該当する634個の記述が抽出された。

それらは、自分でできることが273個、大学
でできることが2個、地域でできることが40
個、国家でできることが270個、世界ででき
ることが49個であった。植木・関谷（2017）
と同様に、受講者からは各項目で多様な内容
や具体例が挙げられた。アンケートの記述と
空間・集団のスケールの項目の抽出の例を図
2に示す。 

図1　アンケート用紙の記入様式の例
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　受講生のアンケートは、1項目の記述のみ
が62名、2項目の記述が84名、3項目の記述が
26名、4項目の記述が2名、5項目の記述が0名
であった（表2-1）。特に、1項目の記述のア
ンケートは、自分でできることと国家ででき
ることでほとんどを占めていた（表2-2）。ま
た、2項目の記述のアンケートは、自分と国
家でできることが多くを占め、自分と世界で
できること、地域と国家でできること、国家
と世界でできることは少数であった（表
2-3）。

4．「持続可能な開発」に関するイメー
ジの空間・集団スケールと学校教育での

「総合的な学習の時間」の指導
　「持続可能な社会にするためには、どのよ
うなことをしたらよいと思いますか？」とい
うアンケートの問いに対して、自分でできる
ことと国家でできることの2項目の記述がか
なり多く、大学でできること、地域でできる
こと、国家でできることおよび世界でできる
ことの3項目の記述は少なかった。このこと
から、大学生の「持続可能な開発」に関する
イメージは、個人と国家に関するものが優先

図2　アンケートの記述と空間・集団のスケールの項目の抽出の例
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的であり、空間・集団スケールはそれらに二
分されていた。今までの生活経験から自分で
できることは簡単に想像できるが、日常生活
が日本の法律・政策のもとで営まれているこ
と、日本全体での経済活動や自然保護活動な
ども想像できていた。一方、大学生が最も多
くの時間を過ごし、身近で最小のコミュニ
ティーである大学と、大学生が日常生活を行
い、大学に次いで小さなコミュニティーであ
る地域や、大学生が普段関わることがなく、
抽象的・概念的で最大のコミュニティーであ
る世界については、大学生があまり認識して
いないことが明らかになった。
　ESDでは、現代社会の諸課題の解決を目指
して、諸課題の「つながり」、自分と諸課題

のとの「関わり」を見出すために、連続的な
空間・集団スケールで諸課題を捉えることが
重要である。そこで、ESDの観点から総合的
な学習の時間を行う場合には、児童・生徒に、
個人と国家以外の学校・地域・世界のような
空間・集団スケールを意識させることになる。
テーマによっては、家族や友人・サークルの
ように個人と学校の間の空間・集団スケール、
自治体のように地域と国家の間の空間・集団
スケールを意識させることもあるだろう。そ
して、生活経験が少ない小学生には空間・集
団スケールが小さいテーマを、生活経験が多
い高校生には空間・集団スケールが小さいも
のから大きいものまで連続的にできるテーマ
を取り上げることが良いと思われる。

表2　アンケートの記述項目
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5．おわりに
　長崎県立大学シーボルト校における「自然
地理学」の授業において、受講者に「持続可
能な開発」に関するアンケート調査を行った。
その結果、大学生の「持続可能な開発」に関
するイメージの空間・集団スケールは個人と
国家の2つが優先していた。そのため、学校
で「総合的な学習の時間」にESDを取り入れ
る場合には、児童・生徒に個人と国家以外の
空間・集団スケールを意識させることが重要
である。
　学校では、ESDは「総合的な学習の時間」
で取り組んでいる事例が多いが、各教科にお
いても学習指導要領に含まれている学習内容
を持続可能性の視点で再構築したり、特別活
動においても学級活動・生徒会活動・避難訓
練・学校行事等を持続可能性に資するものと
して位置付けることができる。本報告で分析
した大学生のアンケートは自由記述の方法に
よるので、作文のように詳しく書かれたもの
も多い。それらの記述には、「総合的な学習
の時間」だけではなく、各教科や特別活動に
関わるテーマ・活動のさまざまな示唆が含ま
れている。今後、アンケートの文章分析を行
い、各教科や特別活動の指導の指針を示した
いと思う。
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